
温室効果ガス排出量の推計方法の概略

参考資料 4-2

活動量 活動量あたりの
エネルギー消費量× 温室効果ガス排出量

エネルギーごとの
温室効果ガス排出量× ＝

＜エネルギー起源CO2排出量の算定式＞



エネルギー
供給部門の
対策

産業部門

業種別の生産量の推移
↑
・景気動向
・産業構造変化 等

•エネルギー多消費産業：生産量

•その他の製造業：鉱工業生産指数

（総合資源エネルギー調査会需給部
会の推計値）

・自主行動計画の実施
・省エネ法に基づく工業対策
・高性能工業炉の導入促進
・高性能ボイラーの開発･普及
・高性能レーザーの開発･普及

・ボイラー等の燃料転換の導入
・コジェネレーションの導入 等

× エネルギーごとの
温室効果ガス排出量×

業種別
生産水準

活動量

生産量の変化に伴うエネルギー消費量の減少等により、
温室効果ガスの排出が抑制される。

エネルギー消費原単位
に関する対策

エネルギーの種類に
関する対策

活動量あたりの
エネルギー消費量（原単位）

・新エネルギー導入
・発電における燃料
転換
・発電効率改善

等

網掛け：中間とりまとめからの主要な変更部分

大綱に盛り込まれた対策を評価



運輸部門

・クリーンエネルギー自動車の普及
促進

× エネルギーごとの
温室効果ガス排出量×

輸送機関別・
車種別の
走行量

活動量

自動車燃費の改善等によりエネルギー消費量の伸びが抑制される一方、
乗用車の交通需要の伸び等により、温室効果ガスの排出量が増加。

エネルギーの種類に
関する対策

輸送機関別・車種別
の交通需要の推移
↑
・景気動向
・人口の変化 等

•自動車：「将来交通量予測のあり方に関する検討
委員会」（国土交通省道路局）の推計値

•鉄道、船舶、航空：過去の実績などを基に推計

・自動車の燃費の改善の強化措置
・アイドリングストップ措置搭載車両の普及
・大型トラックの走行速度の抑制
・自動車交通需要の調整
・高度道路交通システム（ＩＴＳ）の推進
・路上工事の縮減 ・テレワーク
・海運へのモーダルシフトの推進や輸送効率の向上
・輸送力増強等の鉄道の利便性向上
・トラック輸送の効率化
・国際貨物の陸上輸送距離の削減
・公共交通機関の利用促進
・鉄道のエネルギー消費効率の向上
・航空のエネルギー消費効率の向上

エネルギー消費原単位
に関する対策

活動量あたりの
エネルギー消費量（原単位）

エネルギー
供給部門の
対策

・新エネルギー導入
・発電における燃料
転換
・発電効率改善

等

網掛け：中間とりまとめからの主要な変更部分

大綱に盛り込まれた対策を評価



業務その他部門

× エネルギーごとの
温室効果ガス排出量×

機器の効率の改善等によりエネルギー消費量の伸びが抑制される一方、
床面積の増加等に伴いエネルギー需要が増加し、温室効果ガスの排出量が増加。

•床面積：業種別にヒアリング及び第三次産業
就業者数、高齢者比率などを説明変数として
回帰推計を行った値

・業務用機器の省エネ化
・建築物の断熱効率の向上
・高効率給湯器の普及促進
・高効率照明の開発･普及
・ＢＥＭＳの普及促進
・機器の買い換え
・交通安全施設の整備

・ボイラーなどの燃料転換

・コジェネレーションの導入
・太陽光発電などの新エネルギーの普及

等

業種別の就業者数･
床面積の推移
↑
・就業者数の変化
・床面積の伸び率 等

業種別
床面積

エネルギーの種類に
関する対策

エネルギー消費原単位
に関する対策

活動量
活動量あたりの

エネルギー消費量（原単位）
エネルギー
供給部門の
対策

・新エネルギー導入
・発電における燃料
転換
・発電効率改善

等

網掛け：中間とりまとめからの主要な変更部分

大綱に盛り込まれた対策を評価



家庭部門

活動量あたりの
エネルギー消費量（原単位）

× エネルギーごとの
温室効果ガス排出量×

機器の効率の改善等によりエネルギー消費量の伸びが抑制される一方、
世帯数の増加等に伴いエネルギー需要が増加し、温室効果ガスの排出量が増加。

世帯構成別
世帯数

活動量

世帯構成別の世帯数の推移
↑

・人口の変化
・世帯構成の変化
・世帯数の変化 等

•世帯数： 国立社会保障・人口問題研究所
の推計値

・家庭機器の省エネ化
・住宅の断熱効率の向上
・高効率給湯器の普及促進
・待機時消費電力の削減
・高効率照明の開発･普及
・ＨＥＭＳの普及促進
・機器の買い換え

・太陽光発電などの新エネルギーの普及

エネルギーの種類に
関する対策

エネルギー消費原単位
に関する対策

エネルギー
供給部門の
対策

・新エネルギー導入
・発電における燃料
転換
・発電効率改善

等

網掛け：中間とりまとめからの主要な変更部分

大綱に盛り込まれた対策を評価



活動量 活動量あたりの
温室効果ガス排出量× 温室効果ガス排出量＝

＜エネルギー起源CO2以外の温室効果ガス排出量の算定式＞



工業プロセス部門

業種別の生産量・原料消費量の推移
↑
・景気動向
・産業構造変化
・業界団体の生産予測 等

•エネルギー多消費産業：生産量

•その他製品の製造：GDP等に比例、業
界団体推計値 等

・混合セメントの利用拡大
・アジピン酸製造過程におけるN2O分解
装置の設置

×

業種別
生産水準・
原料消費量

活動量

生産量・原料消費量の減少等により、
温室効果ガスの排出量が減少。

温室効果ガス排出原単位
に関する対策

活動量あたりの
温室効果ガス排出量（原単位）

主な対象ガス
・セメント製造時の石灰石の
使用に伴うCO2
・アジピン酸製造時の
副生成物としてのN2O

大綱に盛り込まれた対策を評価



品目別の生産量・家畜頭数・
水田面積・肥料施用量の推移
↑
・景気動向
・産業構造変化 等

•食料･農業･農村基本計画の数値目標と、
過去の実績からの推計値との幅で算定

・飼養管理技術の改善
・家畜排せつ物の管理方法の変更
・ほ場管理の改善 等

×

品目別
生産水準等

活動量

生産量等の減少により、
温室効果ガスの排出量が減少。

温室効果ガス排出原単位
に関する対策

活動量あたりの
温室効果ガス排出量（原単位）

農業部門

主な対象ガス
・家畜のゲップに伴うCH4
・水田内の発酵によるCH4
・家畜排せつ物の処理に
伴うCH4、N2O
・肥料の施用時のN2O

大綱に盛り込まれた対策を評価



一般･産業別の廃棄物処理量の推移
↑
・景気動向
・人口の変化
・資源化の動向 等

・下水汚泥焼却施設における燃焼の高
度化
・一般廃棄物焼却施設における燃焼の
高度化
・汚水処理の高度化

種類別
廃棄物処理量

活動量

再資源化の促進や廃棄物の高度処理等により、
温室効果ガスの排出量が減少。

温室効果ガス排出原単位
に関する対策

活動量あたりの
温室効果ガス排出量（原単位）

廃棄物部門

•一般廃棄物：人口と一人当たり排出量実績より推計

•産業廃棄物：GDPとGDP当たり排出量実績より推計

•廃水：人口、GDP、社会資本整備重点計画の下水道
普及率の目標値等より推計

主な対象ガス
・廃プラ、廃油の燃焼時のCO2、N2O
・有機性廃棄物の埋立処分によるCH4
・下水道、浄化槽、し尿処理からのCH4、N2O

廃棄物処理量の抑制
に関する対策

・廃棄物の焼却に由来
するCO2の排出抑制
・最終処分量の抑制

×

大綱に盛り込まれた対策を評価



品目別の生産量・使用量の推移
↑
・景気動向
・産業構造変化
・HCFCの規制動向 等

・副生物HFCの回収
・冷媒HFC、電気絶縁ガスSF6の回収
・PFC除外装置の設置

品目別
生産水準・
使用量

活動量

冷媒の回収等により排出原単位が改善される一方、
生産量・使用量の増加に伴い温室効果ガスの排出量が増加。

温室効果ガス排出原単位
に関する対策

活動量あたりの
温室効果ガス排出量（原単位）

•生産量、排出原単位：各業界の自主行動計画
の目標値、GDP、過去の実績もしくはHCFCの
規制スケジュール等より推計

主な対象ガス
・HCFC製造時の副生物としてのHFC
・発泡剤、断熱材、エアゾール製品、冷媒の
使用時等に放出されるHFC
・半導体・液晶製造時のPFC、SF6
・マグネシウム製造時のSF6

生産量・使用量の抑制
に関する対策

・発泡剤、断熱材の
ノンフロン化
・エアゾール製品の
ノンフロン化

×

代替フロン等3ガス部門

大綱に盛り込まれた対策を評価


